（要両面印刷）


（様式3）
企画提案参加要件に係る宣誓書
（福島県地域医療構想検討課題調査業務）
令和　　年　　月　　日
福島県地域医療課長
所在地
事業者名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　福島県地域医療構想検討課題調査業務の応募に当たり，下記のすべての要件に該当し，参加資格を有していることを宣誓します。
記
１　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

２　公募要領を公示した日から契約締結日までの期間において、県における入札参加資格制限措置要綱の規定に基づく入札参加制限中の者でないこと。

３　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをした者若しくはなされた者（同法第４１条第１項に規定する更生手続き開始の決定を受けた者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てをした者若しくはなされた者（同法第３３条第１項に規定する再生手続き開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。

４　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲げる者でないこと。

（１）役員等（提出者が個人である場合にはその者を、提出者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）。

（２）暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者。

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者。

（５）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。

５　県税を滞納している者でないこと。

６　消費税または地方消費税を滞納している者でないこと。
７　国または地方公共団体が発注する地域医療構想推進支援にかかる業務について過去３年のうちに履行実績があり、確実に履行できる者であること。

８　一般社団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク制度の認定を受けている者。又は、「JIS Q 27001」、「JIS Q 27002」、「ISO/IEC27001」、「ISO/IEC27002」等の認証を有している者。もしくは、事業者において個人情報保護に関する規程を定めていて、個人情報保護に関する教育・研修を実施（実施計画・実施内容等を示すことができること）している者。
